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1．はじめに










引 (MBT: Margin Based Transaction) である付加価値が含まれている。そこで，
マージンを基礎とする取引を課税ベースとして計算する方法が問題となる。
第 1の課税方法は，間接税方式の付加価値税であり，その具体的な方式
には，基本的なキャッシュフロー (CF: Cash Flow) 税，税額計算勘定 (TCA:









































































































































































































図 � 税額控除の連鎖と断絶exempt) が生じる。上記で述べた通り，金融取引である金利の中には付加
価値が存在しているにもかかわらず計算が困難であるといった理由から非
課税取引とされてきた。2つ目は，非課税事業であるため前段階の付加価































加価値税である仕入 VATを負担することはない），残額の付加価値税 10 を納
付することになる。そして，それはＢ課税事業者が生み出した付加価値
100 に税率 10％を乗じた付加価値税 10 と等しい。このように，間接税で
ある付加価値税は税額控除を通じて各課税事業者の生み出した付加価値に
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も非課税仕入 210 に対する仕入 VAT は存在しないため，売上 VAT31
（310×10％）を納付することになる。このようにして，前段階の仕入
VAT10が税額控除できずに価格転嫁され二重課税を通じて❷税の累積 11
（価格転嫁 10×(1＋税率 10％））が生じる結果，家計は②の付加価値税 30 と















まで提唱されている方法として，キャッシュフロー (CF: Cash Flow) 税と言
われる課税方法がある。これは，金融取引に特有の付加価値に対する課税
方法である。そして，キャッシュフロー税には，基本的なキャッシュフロ
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10％）を課す。したがって，銀行の付加価値 100 に対して税率 10％を乗じ








重課税による❸税の累積 11 も依然として生じている（上記 2.2の図 �③❷
を参照）。
そこで，先ず，金融取引税による❷税の累積 10 を排除するために，い
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値税 20 の合計 30 が税収合計となる。したがって，この場合の税収合計
30 は上記 2.2の図 3②税額控除の連鎖のケースの税収合計 30 と同額にな
ることが分かる。




えば，オーストラリアでは，対 GDP比で FAT1が 6.4％，FAT2が 3.0，




が 6.8％，FAT2が 4.9％，FAT3が 0.4％と推計されている。そこで，日





表 A6.1. 金融活動税 (FAT) の潜在的な課税標準
(原則対 GDP比，％)
(出典）IMF, (2010), “7. The Financial Activities Tax”, Financial Sector Taxation: The
IMF’s Report to the G-20 and Background Material.
IMF (2010) のレポートによれば，当時の各国の動向は以下の通りである。
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ゆうちょ銀行の数字は 2018年 3 月期のみ連結ベースであるが，連結子
会社 2社の数字の影響はほとんどないと考えられるため，単体ベースとの
比較可能性はある判断した。FAT1の税率を 10％とした場合，2018年 3
月期は 490 億円×10％＝49 億円，2017 年 3 月期は 9,390 億円×10％＝
939億円，2016年 3 月期は 3兆 6,870億円×10％＝3,687億円，2015年 3
月期は 3兆 1,160億円×10％＝3,116億円，2014 年 3 月期は 4兆 2,640億
円×10％＝4,264億円が，それぞれ税収増加となる。
ただし，FAT1がマイナスとなった場合は繰越控除できるものと考えら
れる。したがって，2013 年 3 月期の−2,230 億円は 2014 年 3 月期 4 兆
2,640億円から控除できるため，2014 年 3 月期の税収は（4兆 2,640億円
−2,230億円)×10％＝4,041億円となる。
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すると，第 1期において，銀行は家計から預金 100 を預かり，そして，課
税事業者に対して 100 を貸付ける。この時，家計から 100 の入金があるた
め売上に係る付加価値税（売上付加価値税）が 10（100×10％）計上される
が，課税事業者に対する 100 の貸出金があるため仕入に係る付加価値税
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第 2期では，課税事業者から元本 100 と貸出利息 6（100×6％）の合計 106
が入金されるので，銀行には売上付加価値税 10.6（106×10％）が計上さ
















































10％を掛けることで，納付額である TCA−0.3 が算出される。この TCA
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図 �の下段のケースが FAを用いた MRC法である。つまり，FAの中
で 1単位当たりの FA0.001（預金付加価値税 0.100÷預金 100）を計算し，貸
出利息（＝売上）の計算時において，貸出金付加価値税 0.600 から FA0.
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